
農地・水・環境保全向上対策
（共同活動支援事業）について

平成２３年７月

山梨県農政部農村振興課

資料 ２



Ⅰ 施策概要



○平成１７年１０月２７日「経営所得安定対策等大綱」が省議決定

・農業の持続的発展に資する施策

→ 品目横断的経営安定対策

→ 米の生産調整支援対策の見直し

・農村の振興に関する施策

→ 農地・水・環境保全向上対策

○平成１７年３月２５日 新たな「食料農業農村基本計画」が閣議決定。

○円滑な事業の導入を図るため、平成１８年度に全国約６００の地域で（本県では８地

域）実験事業や調査を実施し、平成１９年度から農地・水・環境保全向上対策として

事業が開始された。
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施策導入の背景



対策のコンセプト

○農村集落では高齢化や混住化が進行して、農地や農業用水などの資源を守る「まと

まり」が弱まっている。

○集落の機能を守っていくためには、今まで以上の取組が欠かせなくなっている。

「農村資源の保全」

○環境への関心が高まる中で、環境を重視した農業生産への取組が求められている。

「環境にやさしい農業の推進」

○農地・水・環境保全向上対策は、農業者だけではなく非農業者を加えた組織をつくり、

地域ぐるみで農村資源の保全向上に取り組む共同活動を支援する。

○化学肥料と化学合成農薬の低減等、環境に優しい農業に地域で取り組む営農活動を

支援する。
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共同活動への支援
農地・水等を守り、質を高める効果の高い共同活動を支援

営農活動への支援
地域の環境保全に向けた先進的な営農活動を支援

農地面積支払

取組面積に応じた支払
＋集落等を単位とする支援

■ため池の草刈り ■水路の生き物調査

■土づくり、化学肥料・農薬の低減
■アイガモ農法

地域
住民

農業者

自治会

学校
ＰＴＡ消防団 地域内

交流型

地域
住民

農業者

自治会

学校
ＰＴＡ

消防団

都市
住民

ＮＰＯ
企業等

都市・農村
交流型

地域
住民

農業者

地域住民
参加型

自治会

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

活動組織の構成例

オプション施策

基 本 施 策

対策の内容

枠組み

活動組織の設立
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地域協議会
（都道府県、市町村、県土連、他）

活動組織
③協定締結

市町村

④申請 ⑤承認 ⑥助成

⑦活動の実施

⑧履行確認

①規約の作成
②活動計画の作成

事業の手続き

国

県

⑥助成

③ 協定締結のイメージ

市町村 活動組織

助言、指導

実践状況確認等

規約の作成

活動計画の作成

活動の実施

実施状況等の報告

協 定

⑥ 国・県・市町村による助成単価

地 目 10a当たり単価

水 田 4,400円/10a

畑 2,800円/10a

草 地 400円/10a

営農活動を行う場合は、上記交付金に営農交付金を加算。

財源は、国50％、県25％、市町村25％

４



誘
導
部
分

基
礎
部
分

農地・水向上活動
（施設の長寿命化など）

農村環境向上活動
（生態系保全、景観形成
など）

基礎活動
（資源の保全管理）

施設の点検・機能診断 保全計画の策定 実践活動

施設の機能に支障が生じてい
ないか点検

地域住民やＮＰＯ等を交えた話
し合い

施設の寿命を縮める劣化がな
いか点検

きめ細かな補修、保全の役割分
担

地域全体への啓発・普及

維持保全活動の年間計画を策
定

破損部分をこまめに
補修

ゲートの保守管理の
徹底

生き物調査の実施 水路沿いに花の植
付

水路の江ざらい、草刈
り

農道への砂利の補
充

② 活動計画の作成例
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Ⅱ 山梨県の実施状況
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１．平成２２年度の取組状況

市町村名 農振農用地面積(ha) 活動組織数 取組面積(ha) 実施率

甲府市 1,017 4 72.18 7%

韮崎市 2,194 23 546.70 25%

南アルプス市 2,645 10 1,206.00 46%

北杜市 7,070 12 446.32 6%

甲斐市 1,122 2 175.71 16%

中央市 814 2 64.50 8%

昭和町 101 1 3.09 3%

山梨市 2,230 8 571.00 26%

笛吹市 3,548 14 1,571.09 44%

甲州市 2,101 10 640.00 30%

市川三郷町 730 5 107.75 15%

富士川町 437 6 115.60 26%

早川町 161 0 0.00 0%

身延町 704 9 111.00 16%

南部町 377 1 9.00 2%

富士吉田市 126 3 16.95 13%

都留市 399 4 61.48 15%

大月市 510 0 0.00 0%

上野原市 458 2 14.83 3%

道志村 76 0 0.00 0%

西桂町 42 1 7.60 18%

忍野村 146 0 0.00 0%

山中湖村 44 0 0.00 0%

富士河口湖町 677 1 400.00 59%

鳴沢村 72 1 13.00 18%

小菅村 68 1 2.35 3%

丹波山村 33 0 0.00 0%

山梨県　計 27,902 120 6,156.15 22%

市町村別取組状況（共同活動）



集落単位等によって制度へ参加し、参加対象の農地面積と地目によって、年間の
支援額を算定し、活動期間中（原則５年間）支援を受けられる。

◯支援額の算定例 （県内で取り組まれている平均的な面積により算定）

対象農地が水田１０ｈａ、畑４０ｈａ（計５０ｈａ）で参加した場合の支援額

（１０ｈａ×４４，０００円＋４０ｈａ×２８，０００円）×１年間＝１，５６０，０００円

年間１５６万円の支援が受けられ、５年間では７８０万円となる。

◯支援額の算定方法
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２．支援額の算定



３．取組組織数、面積等について

○共同活動に取り組んでいる市町村数は２１。（県内２７市町村の７８％）
○活動組織数は１２０。

○取組面積は、６,１５６haであり、地目別シェアは、水田２５．２％、畑６８．３％、草地６．５％。

○県内の農振農用地は、約２８，０００haであり、実施率は２２％。

〈山梨県の共同活動の実施状況（平成22年度ﾃﾞｰﾀ）〉

市町村数 活動組織数

取組面積(ha) 下段はシェア(％)

田 畑 草地

21 120
6,156 1,549 4,204 403

100.0% 25.2% 68.3% 6.5%

市町村数 活動組織数

取組面積(ha) 下段はシェア(％)

田 畑 草地

1,254 18,973
1,433,293 1,001,384 358,906 73,003

100.0% 69.9% 25.0% 5.1%

〈全国の共同活動の実施状況（平成22年度ﾃﾞｰﾀ）〉
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○共同活動支援の取組面積は、 ６,１５６haであり、地目別シェアは、水田２５．２％、畑６８．３％、草地６．６％。
○市町村別に見ると、山梨市、笛吹市、甲州市の峡東地域は畑における取組割合がほぼ１００％となっている。
また、中北地域（甲府市他６市町）及び峡南地域（市川三郷町他３町）については、比較的、田の取組
割合が高い。
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〈面積規模別の活動組織数〉

４．活動組織について

○活動組織の規模（協定範囲）は、農地・農業用水等の資源や環境を最も保全しやすいまとまりを地域の
実態に応じて設定することができる。
○面積規模別では20ha未満及び20～50haで78組織(65.0%)と最も多くなっており、１活動組織当りの平均
面積は約51ha。

（１）面積規模別の活動組織数
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面積規模別の活動組織数

0 5 10 15 20 25 30 35 40

20ha未満

20～50ha

50～100ha

100～200ha

200ha以上

（活動組織数）

20ha未満 20～50ha 50～100ha 100～200ha 200ha以上
42 36 26 10 6



５．協定区域内の資源量（農業用施設）

○共同活動の対象として位置づけられている施設は、山梨県管内で開水路約１，１００km、パイプライン約７０km、
農道約９５０km、ため池８０箇所となっている。
○１活動組織当たりでは、開水路９．４km、パイプライン１２．０km、農道７．９km、ため池６．２箇所となっている。

開水路(km) パイプライン(km) 農道(km) ため池(箇所)

山梨県 計 1,094 72 949 80

開水路 パイプライン 農道 ため池

山梨県 計 117 6 120 13

開水路(km) パイプライン(km) 農道(km) ため池(箇所)

山梨県 計 9.4 12.0 7.9 6.2

〈山梨県管内の対象施設数〉

〈施設別活動組織数〉

〈１活動組織当たりの平均施設数〉

※上表の活動組織数は重複を含む。（例：１つの活動組織の協定範囲に開水路とため池が位置づけられている場合は、それぞれに活動組織数を計上）

※上表の平均施設数は、「山梨県管内の対象施設数／施設別活動組織数」で算定
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６．活動状況について

○基礎部分の活動項目については、すべてを実施することが要件となっていることから、本対策に取り組む以前
と比べて活動数は大幅に増加し、点検活動、計画及び実施ともにすべての活動組織が実施している。

（１）基礎部分の活動実施状況
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基礎部分の活動実施割合
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○誘導部分のうち、施設の補修や長寿命化を行う農地・水向上活動について、実践活動の実施割合は、実施が
７０％と国が定める要件（５０％以上）よりも大幅に高くなっており、多くの活動組織が積極的に活動している。

（２）誘導部分（農地・水向上活動）の活動実施状況
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農地・水向上活動の実施割合
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○誘導部分（農村環境向上活動）とは、「生態系保全」「水質保全」「景観形成・生活環境保全」「資源循環」「水田貯留
機能増進」から活動テーマを選定し、活動計画に位置づけた活動項目数のうち、４項目以上の実施を要件としている。
○テーマについては「景観形成・生活環境保全」が最も多い。これは各活動組織の景観形成・生活環境保全への関
心が強いこととともに、取組のしやすさが要因になっていることが考えられる。

（３）誘導部分（農村環境向上活動）の活動実施状況
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農村環境向上活動の活動項目数
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Ⅲ 施策に係るアンケート結果について
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○本対策に取り組むこととした目的については、主に、「農業用施設等の保全管理」（項目1,2,6,8参照）、
「地域のつながりの強化」（項目3,4参照）の２つに分けられる。



○農業用施設等の保全管理についての質問について、開水路の保全については９４％、農道の保全は８７％、
耕作放棄地の発生防止は６９％の活動組織が、本対策による共同活動が「すごく役立っている」「ある程度役
立っている」と回答した。

１ 農業用施設等の保全管理について
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○「本対策の取組により、共同活動等にこれまで参加していなかった人が参加するきっかけとなっている」と回答
した活動組織が６２％、「地域の農村環境を守っていくことについて、子供たちと一緒に考えたり、思いを伝える場
として役立っている」と回答した活動組織が７３％、「地域のまとまりや人のつながりが強くなった」と回答した
活動組織が３４％あった。

２ 地域のつながりの強化について
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３ まとめと今後の課題について

○共同活動への取組が地域の農業の振興に役立っているかとの質問には、７０％の活動組織が農業を継続する
上で重要な役割を果たしていると回答した。
一方、課題としては事務手続の煩雑さや役員への負担の集中などが活動組織からの課題として挙がっている。
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　平成２４年度以降も本対策が実施される場合には、貴市町村として継続して取り組んでいきたいと

思いますか。

2

11

1

3

3

0 6 12

ア 拡大したい

イ 現状を維持したい

ウ 縮小したい

エ 継続して取り組む考えはない

オ わからない

【参考】実施市町村に対する意向調査の結果について
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　「ア　拡大したい」または「イ　現状を維持したい」と回答された方におたずねします。

その理由は何ですか。（３つ以内）
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8

4

4

2

3

0 5 10 15

ア 草刈り、泥上げ等の共同活動は農地、農業用用排水路等の

施設の保全に役立つから

イ 機能診断や施設の補修等などの共同活動は農業用用排水

路等の施設の機能維持に役立つから

ウ 遊休農地の発生防止に役立つから

エ 地域の環境保全・向上に役立つから

オ 地域（集落）のつながりの強化につながるから

カ 農家、非農家を含めた地域ぐるみの活動ができるから

　「ウ　縮小したい」または「エ　継続して取り組む考えはない」と回答された

方におたずねします。その理由は何ですか。（３つ以内）

1

3

3

3

0

0

0 3

ア 現行対策に５年間取り組んだことで、今後の支援がなくとも取り組ん

でいける地域の体制が整った組織は自立的に活動できるから

イ 構成員の合意形成が大変だから

ウ 地域のリーダーや活動組織の代表の引き受け手がいないから

エ 会計などの事務手続きが大変だから

オ 活動を更に５年間継続できるかどうかわからないから

カ 市町村財政が厳しく、活動組織を支援することが困難だから
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